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１　【提出理由】

 

シティグループ・インクおよびその連結子会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象が発生しました。したがって、金融商品取引法第24条の５

第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項および第２項第19号の規定に基

づき、本臨時報告書を提出いたします。

 

２　【報告内容】

 

（１）当該事象の発生年月日

2017年12月22日

 

（２）当該事象の内容

2017年12月22日、米国において減税および雇用法（以下「税制改革」といいます。）が制

定されました。同法には、法人税制に対する多くの変更が盛り込まれていますが、その中

には法定税率21パーセントへの引き下げ、地域別税制および米国外子会社の利益のみなし

本国還元が含まれます。

 

（３）当該事象の連結損益に与える影響額

シティグループの2017年度通年の業績には、税制改革の影響に関連する一時的な非現金性

費用の見積額である226億ドル（2,383,848,000,000円）が含まれていました。税制改革の

影響を含め、シティグループは、 2017 年度通年の当期損失として 68億ドル

（717,264,000,000円）を計上しました。これに対し、2016年度通年の当期利益は149億ド

ル（1,571,652,000,000円）でした。税制改革による影響を除くと、シティグループの当

期利益は158億ドル（1,666,584,000,000円）で、前年比６パーセントの増加でした。

税制改革の最終的な影響は、特にシティグループが作成した想定の変更、米国財務省が発

行する可能性のある追加指針により、これらの見積額とは異なる可能性があります。
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